
農業経営の法人化等の促進

経営意欲のある農業者が創意工夫を生かした農業経営を展開できるよう、円滑な経営継承など農業者の経営
課題に対し関係機関と連携して適切にアドバイスする農業経営相談体制を整備するとともに、経営相談、専門家
派遣等の取組を支援し、法人化等を促進。

目標：今後10年間（平成35年まで）で、法人経営体数を５万法人に増加
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農業経営者サポート事業（新規）

市町村の認定審査
会、経営改善（フォ
ローアップ）の支援

認定農業者、補
助金等の情報を
提供

・多様な相談内容に対応
・課題毎に専門家が連携した支援
チームを構築

高齢化等が急速に
進展する中、経営継
承、規模拡大といった
様々な課題が増加

相談者

普及組織
商工系
団体

専門家

経営相談等をした集落営農等が法人化（定額40万円）及び組織化（定額20万円）
する取組を支援

平成30年度予算概算決定額 ５，９６８（6,226）百万円の内数

相談

農地中間管
理機構

・都道府県農業会議
・都道府県中央会
・法人協会 等

6次産業化
サポートセンター 等

新たに連携

農業系
団体

（コーディネーター）

社会保険労務士

労務・人材

税理士・
公認会計士
弁護士

税務・法務

中小企業診断士

経営診断

JAバンク
公庫

資金調達

県農業会議
（担い手育成総合
支援協議会）

法人化

経営コンサルタント

経営継承

６次産業化
プランナー

（６次産業化
サポートセンター）

６次産業化

普及員（県）
営農指導員（農協）
指導農業士（農業者）

技術指導

支援チーム※

※農業者の相談内容に応じた、
オーダーメイド型の支援チーム

農業経営法人化支援事業（継続）

農の雇用事業

○雇用者に対する新法人設立に向けた
研修費用として年間最大120万円を最
長４年間助成（３年間以降は最大６
０万円）

金融機関の融資の円滑化

○農業経営者サポート事業で経営相
談・経営診断等を受けた案件について
は、制度資金の借入申込時の手続きを
簡素化するなど、農業者の円滑な資金
の融通を支援
また、日本政策金融公庫の支店など
地域の金融機関の協力により、出資相
談等に関する（株）アグリビジネス投資
育成会社等の体制を強化し、農業経営
者サポート事業と連携した農業法人に
対する出資を促進
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農業経営法人化支援総合事業 平成３０年度予算概算決定額 ９１０（６６８）百万円



一 気 通 貫 で ア ド バ イ ス

経
営
継
承

息子が農業を引き継いでくれ
ないので、第三者に引き継ぐ予
定。機械や施設を無償で貸し
たいが、自分が亡くなった後、家
族と争いにならないか心配。
（認定農業者）

経営意欲のある農業者が創意工夫を生かした農業経営を展開できるよう、農業者のライフサイク
ルに応じた様々な悩みを一気通貫でアドバイスをし、農業経営の法人化等を支援。

生産基盤の確立

〇生産技術
〇農地の集積
〇新たな作物の導入・定着
〇経理の確立（青色申告）

さらなる事業展開

〇法人化
〇６次化
〇事業拡大

新規就農

効率的かつ安定的な
農業経営

ライフサイクルにおける農業者の悩み

経営が軌道に乗るまでの間、
資金管理と労務管理をセット
で相談にのってもらいたい。

（法人代表） ICTを活用した農業
生産に関する情報がほ
しい。（法人代表）

普及・指導
農業士

農地中
間管理
機構

新規就農相談
センター

行政

公庫・
JAバンク

（生産技術）
（補助金）

（農地集積） （資金）

農業を始めるために
必要な情報を知りた
い。
（新規就農者）

６次産業化サポートセンター

税理士

社会保険
労務士

（資金管理）

（労務管理）

経営コンサルタント

（資産運用）

（承継の設計）

施設園芸を導入
し、規模拡大したい。
（認定農業者）

（ICT情報）

行政

弁護士

（権利関係）

企業等

（補助金）

経営コンサルタント

（経営診断）

６次産業化で新商品を
作っても、いかに販路を開拓して
いくかが課題。（法人代表）

中小企業診断士・
経営コンサルタント

（経営診断）
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６次産業化とは

○ 農林水産業を１次産業としてだけでなく、加工業などの２次産業、卸売・

小売業、サービス業などの３次産業までを含め、１次産業から３次産業まで

を一体化した産業として農林水産業の可能性を広げるもの。

☆ １次産業×２次産業×３次産業＝６次産業

２８

４ 農業・農村の６次産業化
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 ６次産業化とは、農山漁村に豊富に存在する地域資源をフル活用し、１次産業としての農林漁業と、２次産業としての製造業、

３次産業としての小売業等の事業との総合的かつ一体的な推進を図り、新たな付加価値を生み出す取組

（１次×２次×３次＝６次産業）

 ６次産業化により市場規模を拡大し、農林漁業・農山漁村サイドに取り込むことを通じ、農林漁業者の所得の向上や農山漁村

地域の活性化を実現

６次産業化の考え方

 農林漁業者と２次・３次産業が連携
した業務用カット野菜の製造・販売

 薬草等を活用した健康食品の製造
 介護食品や化粧品の開発

等

農山漁村の地域資源を活用した新事業の
創出

農林漁業と２次・３次産業との連携・融合に
よるアグリビジネスの展開

 バイオマスを活用した燃料製造

 再生可能エネルギーを活用した
発電事業

 景観や文化を活用した観光事業
等

生産・加工・流通（販売）の一体化による
農林水産物の付加価値の拡大

 農林漁業者による加工・販売分野
の取組

 学校給食、病院食等における地産
地消の取組

 農林水産物・食品の輸出の取組

 価値連鎖（バリューチェーン）による付加価値の
創出・拡大

 他産業との連携・融合による地域資源のフル活用

農林水産物 バイオマス 自然ｴﾈﾙｷﾞｰ 景観、文化

地域特産品、
規格外品等

太陽光、風力、
水力、地熱等

間伐材、家畜排
泄物等

景観、伝統文
化等

新
た
な
付
加
価
値
を
創
出
し
、
農
山
漁
村
が
取
込
み

１次産業
（農林水産業）

約10兆円

２次産業
（関連製造業）

３次産業
（流通・飲食業）

約90兆円

価値連鎖

農山漁村の地域資源

２次・３次産業
の技術・知見
を取り入れ
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農業・農村の６次産業化

農業・農村全体の所得の向上を目指す
６次産業化や輸出促進をはじめ、付加価値を高める新商品の開発や国内外の市場における需要開拓などを推進

○ 農林漁業の成長産業化のために、市場を意識し、消費者の需要に応じて農林水産物を生産・供給するとの発想
（マーケットインの発想）による生産・加工から流通・販売に至るまでのバリューチェーンを構築
○ 地域で受け継がれてきた「食」をはじめとする豊かな資源を活用して新たな需要を発掘

○ 農林漁業者が生産・加工・販売を一体化して所得を増大
・ 経営の多角化、複合化
・ 産地ぐるみの取組
○ 地域ぐるみの６次産業化
農業と２次産業、３次産業が融合した地域ビジネスの展開
・ 農商工連携
・ 医福食農連携
○ 地域資源を活用した新事業・産業の創出
・ バイオマス・自然エネルギーの利用
・ 観光農園、農家民宿や風景・伝統文化を活用した交流活動

【６次産業化推進の政策目標】
・ ６次産業化の市場規模の拡大： ５．５兆円（平成２７年度） → １０兆円（平成３２年度）
・ うち加工・直売分野の市場規模： ２．１兆円（平成２７年度） → ３．２兆円（平成３２年度） ３１



農林漁業と他産業との連携

３２

○ 農林漁業者が他産業の事業者と連携するに当たっては、利益の拡大を目指し、生産される農林水産物の価値、
農林漁業経営や産地の事業展開能力に応じて、最適なパターンを選択する必要。



農業生産関連産業の動向

○ 平成２８年度の全国の農業生産関連事業（農産物の加工、農産物直売所、観光農園、農家民宿及び農家レストラ
ン）による年間総販売金額は２兆２７５億円で、前年度に比べ３．０％増加。

○ 業態別にみると、農産物直売所は１兆３２４億円、農産物の加工は９，１４１億円、観光農園は３９２億円、農家レスト

ランは３６２億円、農家民宿は５７億円となり、前年度に比べそれぞれ３．５％、２．４％、３．７％、３．３％、２．４％増
加。

○ 年間総販売金額に占める業態別の割合をみると、農産物直売所が最も高く全体の５０．９％を占め、次位の農産物
の加工は全体の４５．１％を占めている。

年間総販売金額
うち

農産物の加工
うち

農産物直売所

平成２２年度 1,654,372 778,332 817,586

平成２３年度 1,635,989 780,118 792,734

平成２４年度 1,739,418 823,730 844,818

平成２５年度 1,817,468 840,670 902,555

平成２６年度 1,867,233 857,678 935,630

平成２７年度 1,968,047 892,291 997,394

平成２８年度 2,027,512 914,086 1,032,367

（単位：百万円）

農業生産関連事業の年間総販売金額の推移

年間総販売金額 農産物の加工 農産物直売所 観光農園 農家レストラン 農家民宿

H28年度
2,027,512
（100%）

914,086
（45.1%）

1,032,367
（50.9%）

39,209
（1.9%）

36,180
（1.8%）

5,670
（0.3%）

H27年度 1,968,047 892,291 997,394 37,798 35,024 5,539

対前年比 103.0% 102.4% 103.5% 103.7% 103.3% 102.4%

（単位：百万円）

農業生産関連事業の業態別年間販売金額（平成28年度）
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資料：農林水産省統計部「6次産業化総合調査」


